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戦後国立学校特別会計制度の成立
一高度経済成長期における高等教育財政の一側面一
坂 本 忠 次
はしがき
　周知の通り，わが国高等教育における国立学校特別会計制度は，戦後の高
度経済成長期の1964（昭和39）年4月成立し同年度から実施された。教育費
財政のうち国立学校特別会計制度の財政学的検討については，いわば「大学
の自治」を裏づける経済的基盤の上でも，また，今日「大学改革の時代」を
迎える中で検討されるべき重要な一分野に属するにも拘わらず，国の財政に
おける特別会計と云った特殊な分野でもあり，これまで財政学者の検討対象
とされてきたケースは極めて少なかった。
　もっとも大学の特別会計制度は，戦前段階にも帝国大学の財政を中心に存
在した。戦前の特別会計制度は，帝国大学の演習林会計一文字通り帝国の
植民地にまで及ぶ一を含む膨大なもので天皇制国家のもとで「財政自治
権」の範囲が戦後の今日よりもある意味で大きかったとも云われている
が（1），いずれにしても，管見の限りでは，この問題の財政学的検討について
は極めて限られた文献しか見当らない。
（1）この点は，島恭彦「国立大学特別会計の史的考察」『経済論叢』93－4，1964年4月，
　同「帝国大学特別会計と演習林」r経済論叢』94－5，1964年1！月を参照。なお同氏の
　「大学の自治と大学の財政」r経済評論』16－5，1967年，「国立大学の財政問題」『法律
　時報　臨時増刊号』（大学の自治）1970年1月，などの問題提起がある。
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　大蔵省の『明治大正財政史（21』をはじめ，戦前にも神戸正雄（3）氏ほかこの問
題にふれたいくつかの論稿はある。戦後，この制度が成立した1964年の前後
から現京都大学名誉教授の島恭彦氏のいくつかの論稿（注1参照）や東京大
学，京都大学など旧帝国大学史｛4）などの大学財政史の叙述に，この問題にふ
れたものが見られる程度なのが現状である。国立学校特別会計制度への移行
が持つ意味と戦後のこの時期に論議された大学財政をめぐるいくつかの論点
は，低経済成長後の今日まで尾を引いている問題点でもあり，この意味で大
学特別会計制度の検討は，財政学的にはもちろん，今日のわが国大学の当面
する諸課題を検討する上でも優れて現代的な意義を有するものである。
　本稿は，以上の趣旨から，戦後高度経済成長期における国立学校特別会計
制度の成立の背景，その過程で論議された問題点，制度成立後の国立大学の
財政運営の動向などについて若干の考察を行っ‘ておくことを課題としてい
る。なお，本稿は，紙数の制約もあり，法成立時までの経過と問題点などの
予備的考察にとどめ，国立大学財政が当面する現状と課題をめぐる分析につ
いては画稿にゆずらざるを得ないことを述べてはしがきとする。
1　戦前における国立大学特別会計制度の特徴
　戦後の国立学校特別会計制度の検討に入る前に，わが国の国立学校財政制
度の前史についてまず簡単にふれておくことから始めねばならない。
　わが国戦前の明治期に始まる大学財政は，1890（明治23）年3月27日制定
の「官立学校及図書館会計法」及びこれを廃止し新たに1907（明治40）年3
月成立した「帝国大学特別会計法」（法律第19号）及び新たに成立を見た「官
（2）r明治大正午政史』（大蔵省編編纂；）第2巻会計制度，1959年，第2章第5節第2款。
（3）神戸正雄「特別会計の整理」『経済論叢』33－2，1931年。
（4）例えば，r東京大学百年史』（東京大学百年史編集委員会編集），通史1～皿，資料1～
　皿，1984～86年。『京都大学七十年史』1967年。などを参照。
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立学校及図書館会計法」などの諸法のもとで整備された（5）。戦前の大学財政
は，’旧帝国大学などを中心に，帝国議会の財政権を離れた云わば特権的な地
位のもとでの「大学財政の独立｛6）」であり，「帝国大学特別会計法」が既に存
在していたことが重要であろう。
　国立学校財政に関する最初の法律として知られる「官立学校及図書館会計
法」（1890．3．28施行，法律第26号）は，帝国憲法の施行（1890．11．29）
に先立って成立施行された。この法律により，文部省直轄の帝国大学，高等
師範学校，高等中学校，高等商業学校，高等工業学校，東京美術学校，東京
音楽学校，東京盲唖学校，東京図書館および農商務省所管の東京農林学校が
創設された。これらの特別会計の歳入の主体となったものは国庫支出金で
あったがの，このほか授業料，入学試験料，寄付金その他の収入が歳出に充
てられた（8）。当時の学校特別会計は各学校ごとに「つの特別会計として独立
しており，また別に各学校ごとに資金制度を設けて毎年度の歳入残余金を
もってこれに充てることとしていた。ここには学校財政を一種の「独立」会
計のもとで運営する考え方が認められた。しかし，施設整備等の臨時的経費
に係る歳出金は学校特別会計から除外されていた。また，広く国民各層の有
志家による寄付金（奨学を目的とする寄付金）の拠出も予定されていた。こ
れは，今日の国立大学会計の委任経理制度の前身とも考えられるものであっ
た。
　この官立学校及図書館会計法は，日露戦争後の1907（明治40）年廃止さ
れ，新たに「帝国大学特別会計法」および「学校及図書館特別会計法」が制
（5）国立学校特別会計研究会編集『国立学校特別会計制度のあゆみ』（以下『あゆみ』と略
　す）第一法規，1977年，8ページ。
（6）前掲，r東京大学百年史』通史皿，579ページ。
（7）　r東京大学百年史』通史1，25ページ。当初の国庫支出金（文部省）か補助金（大蔵
　省）かをめぐる論点についてe＃　，羽田貴史「帝国大学財政制度史稿」『福大史学』30号，
　1980年，にくわしい。
（8）前掲，『あゆみ』8ページ。
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定された。当初15校であった文部省の直轄学校は，1906年度までに32校に増
加したので帝国大学を除く直轄学校の各会計をまとめ一つの包括した特別会
計としたのであった。
　新たに成立した「帝国大学特別会計法」（明治40年3月法律第19号）は，従
来の東京帝国大学に加えて1887（明治30）年6月設立された京都帝国大学の
会計をまかなう法律で，これまで毎年度予算をもって定められていた政府支
出金を，法律をもって定額としたものである。同法第2条によると，「東京帝
国大学二在リテハ毎年度金130万円，京都帝国大学二在リテハ毎年度金100万
円トシ一般会計ヨリ之ヲ繰入ルヘシ〔9）」と定めている。従来除外されていた
臨時費も特別会計に含めることとなった。
　当初の「官立学校及図書館会計法」のもとでの帝国大学の財政的基盤を
「皇室ノ保護金上授業料其他ノ収入金」（「帝国大学独立案私考」）に求める
か，あるいは「大学ノ独立ヲ維持シ其自治ノ実ヲ挙クルコト」（「帝国大学組
織私案」）に求めるかは論議のあったところだが㈹，いずれにしても，初期
帝国大学の議会からの財政独立論は世論の批判を浴びるところともなった。
初期帝国議会の下では地租軽減の財源捻出のための大学経費予算削減問題が
民党派などから論議され実現するのである｛11）。
　また，明治末の1907年の帝国大学特別会計法のもとでの東京・京都帝国大
学に対する政府の定額支出金の規定（同法第2条）と共に，この両帝大にお
いて必要ある時は資金を消費してもよいという規定（同法第4条）との面立
規定となっていた（12）。これは，同時に施行された帝国大学経理委員会規則に
よっても規定されていたが，このような定額支出金制と大学資金との「二本
（9）前掲，rあゆみ』9ページ。
（10）前掲，r東京大学百年史』通史1，26ページ。
（11）同上書，30～32ページ．羽田貴史「初期議会における帝国大学財政」r北海道大学教育
　学部紀要』33号，1979年。
（12）前掲，r京都大学七十年史』137ページ（島恭彦教授執筆による）。
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の軸」による「大学財政の独立」は，一面で大学財政の計画的な遂行を保障
していくものであると共に，そこには「毎年度の増減をさける」という大蔵
省当局の意図も秘められていた（13）．そうして，それは，また，東京・京都両
帝国大学の「特権的立場」を認める道でもあったと思われる。
　大正期に入ると「帝国大学特別会計法」は1921（大正10）年3月30日「大
学特別会計法」（法律第11号）に改められた。帝国大学として東京，京都のほ
かに東北，九州，北海道の各帝国大学（5帝国大学）とほかに東京商科大学
が設置されたためで，同法第2条には「東京帝国大学二在リテハ毎年度295
万3305円，京都帝国大学遍在リテ・・毎年度171万5428円トシ其他ノ帝国大学
前官立大学二在リテハ毎年度予算ノ定ムル所出依リ」一般会計から繰り入れ
ることとしている（14）。
　しかし，このような政府支出金の法定化は，官吏給の変動，新規研究授業
の開設等によって増額を余儀なくされ，1925（大正14）年3，月30日大学特別
会計法の一部改正（従来区分されていた特別会計を制度上一つの特別会計に
包括）が行われるまで実に13回の改正を行っている。なお，この間，1919
（大正8）年の高等学校の大幅な創設に伴って「高等諸学校創設面前張費支
弁に関する件」（大正8年法律第31号）が制定され，借入金または公債発行が
可能となった。1919年から’24年までの6年間に総額3，455万円の借入金また
は公債発行が認められている（15）。
　なお，大正期第一次大戦後の財政整理問題の中で特別会計の整理問題が登
上し，また国有財産整理事業のもとで帝国大学特別会計と演習林との関係な
どが論議されるに至っている。
　1921年以来続いた「大学特別会計法」と「学校及図書館特別会計法」の2
（13）同上書，141ページ。
（14）前掲，rあゆみ』10ページ。
（15）前掲，『明治大正財政史』第2巻，842ページ。関東大震災に基づく復旧工事を統一的
　に行う必要があった。
一61一
388
つの特別会計法は戦時中の1944（昭和19）年2月14日「学校特別会計法」（16）
（昭和19年法律第9号）の制定によって総括され，「大学財政の独立」時代は
事実上終わった。
　第2次世界大戦後の1947（昭和22）年3月3！日「公債金特別会計法外四法
律の廃止等に関する法律」（法律第42号）が成立し，「学校特別会計法」は廃
止され，学校財政はすべて一般会計に改められた。第2次大戦による戦災を
通じて国立学校施設の大半が焼失し，また戦後の激しいインフレのもとで，
国立学校の財政を自主独立の体制のもとで運営し復興することは全く困難と
なったからである。
　　2　高度成長期における新特別会計制度の成立
　戦後の新たな国立学校特別会計制度は，1964（昭和39）年4月3日，国立
学校特別会計法が成立公布されて確立を見た。戦後一般会計の下に置かれた
国立学校の財政運営は17年間で終了し，再び特別会計に復帰したのである。
この期間は，1950年代後半以降の高度成長が60年12月池田内閣によって策定
された「国民所得倍増計画」のもとで持続的に維持されていく時期である
が，「岩戸景気」後の’61年9月から景気調整過程に入り，公共投資拡大にと
もなう財政支出の増大と景気調整過程のもとでの税収減のもとで，’66年度
からは日本財政が本格的な「国債を抱く財政」に変貌していく時節でもあっ
た（17）。、折しも，この時期は，’62年10月の貿易自由化の実施，’63年2月のG
ATT11条国への移行など日本経済が開放体制に移行する時期にも照応して
いた。
（16）国立学校特別会計の区：分は，帝国大学，その他の官立大学および直轄諸学校の3つに
　整理された。
（17）武田隆夫・林健久編r現代日本の財政金融』昭和30年代，東京大学出版会，1981年。
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　戦後，戦前来の特別会計制度が廃止されてから新特別会計制度が成立する
前夜までの動向について述べておこう。
　1947（昭和22）年4月施行の学校教育法のもと，小・中・高校と新学制が
段階的に実施され，’49（昭和24）年4月から新制大学の装いのもとで新しい
高等教育機関のスタートが切られることになった。これに先立ち，C工E
（GHQ民間情報教育面）は，日本の大学が大都市に集中しているのは教育
の機会均等にも反すると指摘し，国立大学の一府県一大学主義を貫くよう要
請した。文部省はこれを受けて，いわゆる国立大学設置11原則を打ち立て，
様々な調整をへて，’49年5月の国立学校設置法（法律第150号）の制定と同
年心中の新制国立大学70校の発足へと進んだのである（18）。
　しかし，新制大学は「大学」とは名ばかりで施設は荒廃し，研究費も当初
貧弱で，以来「予算の大幅増額」「大学財政の確立」が大学関係者の合言葉と
なって行くのである。
　1950年代の初頭，教育刷新委員会を改称した教育刷新審議会は，’51（昭和
26）年1月26日の第38回総会において，「教育財政問題について」採択・建議
した。この建議の4に，国立大学財政問題を一項として掲げ，国立大学特別
会計制度を設けるべきことをすでに提案していた。
　’50（昭和25）年7，月国立大学協会（通称「国大協」）が発足，大学財政の
改善を取り上げ，’51年11月目第4回総会で特別会計制度の復活を討議した。
これに次いで，’52年5月の第5回総会は，文部大臣に対し，近く設立される
中央教育審議会に国立大学財政の根本的改善の方策を審議するよう要望し
た。以後も，国立大学協会は，第6常置委員会（特にその中に設けられた専
門委員会）を中心に検討を進め，’53年6月，文部省大学学術局庶務課長内藤
誉三郎が大学財政確立要綱試案を説明し，矢内原忠雄会長も特別会計制度の
復活に賛成し，研究を継続した㈹。
（18）前掲，rあゆみ』17ページ。
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　このようにして，国大協は，’54年6月15日第9回総会を開き，「我が国に
おける文化及び科学技術の復興に重大な責務を負う国立大学の重要使命とそ
の現状」とを思い合わせ，「国立大学の整備充実に関する審議会の設置」を要
請すると共に，国立大学の財政計画の樹立，諸施設の整備充実をはかる長期
計画の確立を要望した。これを受けて文部省は概算請求をしたが，認められ
なかった。
　しかし，’54（昭和29）年10，月21日付けの「国立大学財政確立に関する改善
案」は，第6常置委員会内に設けられた専門委員会の粗案であるとされてお
り，大学特別会計制度の設置を含むいくつかの「改善要項」（予算の作成，執
行，特別会計の設置に関連して）を掲げていた。‘20｝
　大学財政の確立と大学予算の安定的確保のため，1955年，文部・大蔵両省
は，’S6年度予算の編成期に当たり国立大学医学部附属病院（通称「大学病
院」）に特別会計を設置することを検討し論議したが，医学部教育との一体
的運営を阻害するとの意見も出て見送られている（21）。
　1960年代に入り，特に’60年！1月経済審議会が「国民所得倍増計画による
長期教育拡充計画」を総理大臣に答申，また’61年8月，日経連，経団連は
「技術教育の画期的振興会の確立推進に関する要望」を政府，国会に提出し
た。経済の高度成長期に民間企業が要望する高度な科学技術及び熟練労働力
の育成策との関連（22）がきわめて強い要望書と言えるものであり，「教育投資」
（19）前掲，『東京大学百年史』通史皿，555ページ。
（20）前掲，rあゆみ』43～44ページ。この改善要項は試論に終わったが，大学特別会計制度
　の設置を示唆する内容を含んでいた。
（21）前掲，rあゆみ』45～46ページ。当時大学病院の早急な整備充実の必要に迫られてい
　た。
（22）筆者は，これまで教育費の財政問題を普通教育との関連（平均的な産業労働力と近代
　的軍隊の育成及び，．国民国家の民族遺産の継承等）で検討してきたが，国家の高等教育
　費支出は高度成長期の企業が要請する高度な科学技術（医療技術を含む）と熟練労働力
　の育成・確保策への「国家投資」を意味するものとひとまず把握しておきたい。
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という言葉も生まれるに至った。’62年！1月文部省は教育白書r日本の成長
と教育一教育の展開と経済の発達』を公表したが，そこには「高等教育の拡
充」の必要と共に「今後の教育投資は高等教育への配分率の上昇に向かって
増額」を図る必要があると訴えた。
　1960（昭和35）年5月2日，中央教育審議会が文部大臣（松田竹千代）か
ら「大学教育の改善について」の諮問を受け検討に入ったが，検討すべき問
題点の一つに大学財政の改善も掲げられていた。同審議会は2回の中間報告
をへた後，’63年1月28日最終答申を行った。
　この答申では大学財政の制度上における適正なあり方と合理的な運営につ
いて改めて検討したが，過去の特別会計制度を「必ずしも所期の目的をじゅ
うぶん達し得なかった」と評価し，「国立大学の特別会計制度については，な
お，慎重に検討する必要がある」とその設置に時間をかけ調査・検討を行う
必要を答申した（23＞。この答申を受けて，’63年3月8日，国立大学予算制度
調査会が文部省内に設置された。
　国立学校にかかわる文部省からの’64年度の概算要求は当初「一般会計」
としてすすめられたが，概算要求の編成時期に，大蔵省は突如，国立学校の
財政を特別会計とすることを文部省側に打診してきた。これに対応して，文
部省は，8月31日，「国立学校の会計を特別会計に改めた場合における問題
点について」をとりまとめた。そこでは，「国立学校がその管理運営のため必
要とする予算が確保され，その予算の弾力的執行が図られるような特別会計
制度が考慮されるならば，この制度を採用することは意義があると考えられ
る。しかしながら，特別会計制度に改める目的が単に独立採算といった経済
的な独立を図るところにあるとすれば，それは不可能であるばかりでなく，
（23）前掲，．『あゆみ947～51ページ。国立大学の財政問題については，教育研究の長期計画
　に即応する予算措置，予算執行上の弾力的運営，寄付金の受け入れ，使用などとの関連
　での調査を答申していた。
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教育研究の本来の姿からいっても適当なことではない」（24）と独立採算という
趣旨からのみの制度の採用には賛成しがたい旨の態度を表明した。
　しかし，特別会計構想についての大蔵省側の強い意向もあり文部省は急拠
国立大学側の意見を徴する必要に迫られた。’63年10月29日招集された国立
大学協会の理事会及び第6常置委員会の緊急合同会議の席上，文部省側はこ
れまでの経緯を説明，国大協側の意見を求めた。国大協側では，急拠専門委
員を委嘱し，第6常置専門委員を加えた専門委員会により，国大協の意見を
作成した。
　当時の国立大学協会（会長大河内一男）の第6常置委員会（大学財政に関
する問題，委員長杉野目晴貞），同寸委員会（委員長杉野目晴貞）の専門委員
は，財政学者の武田隆夫，遠藤湘吉各東京大学経済学部教授，行政学・行政
法関係から辻清明，雄川一郎各東京大学法学部教授，田上穣治一橋大学法学
部教授の5名であったことが注目される（25）。
　年末年始のあわただしい中で，前掲の国立大学協会第6常置委員会小委員
会の専門委員が作成した「国立学校特別会計制度についての意見（案）」を
タタキ台に各大学で検討を加えその意見を第6常置委員会を中心に整理・調
整し，’64年1月23日，国立大学協会第31回総会にはかり，「国立学校特別会
計制度についての意見」（以下単に「意見」という）を大河内一男国立大学協
会会長名にて発表した。
　国大協がこの「意見」の中で特に重視したのは，①大学の自主性の尊重，
②一般会計の負担を軽減するために独立採算をはかるようなことがあっては
ならないこと（企業会計的運用へのいましめ）などであった。また，③施設
の整備を促進するために適当な条件のもとに財政投融資資金の受け入れ（一
（24）前掲，『あゆみ』54～57ページ。
（25）第6常置委員会小委員会は，杉野目晴貞（北大学長）委員長のほかに大河内会長（東
　京大学長），奥田副会長（京都大学長），本田副会長（熊本大学長），高橋泰蔵（一橋大学
　長），黒沢清（横浜国立大学長）と5名の専門委員で構成された。
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般的な受け入れを提案…筆者）を行い得るものとすべきとする提案などが注
目された。この「意見」には，特別会計の運用に関してのいくつかの留意事
項（26）もかかげられていたのである。
　いずれにしても，今回の大蔵省側からの提示があまりにも急で「われわれ
に十分検討するいとまが与えられなかったことは遺憾である」としており，
同趣旨の点は，同日発表された大河内会長「談話」でも述べられていた。（2η
3　法成立の背景と国立大学財政の現状
　大学財政における戦後の特別会計制度の復活は，このようにして，高度成
長期の’64年4月の同法成立によって実現するのであるが，同法案のこの時
期の成立にはいくつかの背景があったことが考えられる。それは，第1に，
戦後の新学制と，’49年4月以降の新制大学のスタートのもと高等教育の普
及拡大が急速に進み，国・公・私立を通じて大学の増設が要請されるに至っ
たことである。
　表1によって新制大学の学校数，学部数，学生数の推移を見ると，全体で
学校数は’49年度の178校から’55年度の228校，’63年度の270校へと拡大して
いる。同様に学部数は463学部→592学部→705学部へと，学生数では
123，418人→503，704人→762，749人へと拡大している。’49年度から’63年度
までの14年間に学校数で1．52倍，学部数でも1．52倍，学生数では実に6．18倍
の拡大である。国立大学も同期間に学校数で68校→72校（1．06倍），学部数で
（26）国大協の「意見」における留意事項はその後の法案にも生かされたが，成立後財政学
　の武田隆夫専門委員がコメントされた通り，成立した法案の条項ではいくつか微妙な
　修正が行われていた。
（27）国大協の「意見」には，（1）新制・新設の大学ともに内容・施設が極めて劣悪不満足な
　状態にあり，「大学財政確立の方策を研究する必要」があること，②この制度の成文化
　及び実施に当たっては，「大学の自主性」が尊重さるべきこと，などを同時に述べてい
　た。
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220学部→257学部（1．17倍），学生数では
38，628人→196，529日号5．09倍）へと拡大し
た。但し学生数の著しい増大に対して，新制
国立大学の学校数は72校に限定され，学部数
も漸増にとどまっていることが注意される。
　大学全体（旧制を含む）の学生数の動向で
は，特に’60（昭和35）年頃からの高度経済成
長時代における国民所得の増大が高等教育機
関への進学者数の増大をもたらし，’62年に
は大学在学者の割合は同一年齢人口の10％の
大台を超えるに至り，「高等教育の大衆化」
「大学の大衆社会化」現象を生み出して行っ
たのである（z8）。
　第2に，日本経済の高度成長期を通じて内
外における科学技術の進展と最：先端の科学に
よる研究開発（例えば素粒子論，エレクトロ
ニクス，生化学，分子生物学，遺伝学，高分
子化学ほか）への要請，将来性ある科学技術
者の養成のための大学の膨大な施設・設備へ
の要請，研究開発を断続的に遂行するための
国家予算の確保が急務とされてきたことであ
る。このためには，大学における理工系の学
生の卒業生を大幅に増やすことも必要となっ
た。
　この点では，まず，『経済白書』において
「も早戦後ではない」と云われ，高度成長の
始まる1957年11月11日，文部省の中央教育審
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議会は「科学技術教育の振興方策について」答中を行った。同答申は，今後
における産業の推進力たる科学技術者が広い教養，基礎学力，高い専門技術
を持つことが必要であることを述べたが，現在国・公・私立大学を通じて科
学技術系の大学卒業老が不足しており，また，将来もますます不足すること
が予想されるとし（29），これがため，国は確乎とした産業振興策を樹立し，こ
れに準拠して科学技術者養成の年次計画を策定しそれを実行するに必要な措
置を講ずべきことを強調した（30）。
　すでに1957年度から理工系学生の800人増募計画が経済審議会の答申
（’57年11月25日）と同年12月17日の閣議決定に基づいて実施されていた。こ
の計画による実績は，’！957～60年度において合計7，961人（うち国立大
学・短大4，456人）の増員であった。
　1960年の池田内閣による国民所得倍増計画（’60年11月1日経済審議会答
申，同年12月27日閣議決定）は，その計画目標を達成するためには倍増計画
期間内（1960～70年）におよそ17万人の科学技術者が不足すると見込み，理
工系大学の入学定員について早急に具体的な増加計画を確保すべきことを要
請した。科学技術会議も’60年12月の答申「10年後を目標とする科学技術振
興の総合基本方策について」において同趣旨の提案をした。これらの提案に
こたえるため，文部省は，’61年度を初年度とする理工系学生！万6000人の
増募計画を立てた。この増募目標を’61年度から7年計画（短期大学につい
ては9年計画）で達成し，倍増計画の最終年には需給がつり合うものとし
た。
（28）前掲，『あゆみ』73ページ以下。
（29）前掲，『あゆみ』36ページ。
（30）そのための具体的な施策として，①学部・学科等の拡充と学生定員の増員，②大学院
　の充実，③大学附置研究所の整備充実と協力，④短期大学における科学技術教育の充
　実，などをあげた。この点については，国立大学協会・第6常置委員会r国立大学の財
　政の現状と問題点』，1978年5月，9ページ参照。
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　表2は，この増募計画の第1期計画
（当初の4年間2万人の増募計画を1年
間短縮）を示したもので，’61～’63年度
の3年間に合計2万663人，うち国立は
大学，短大，高専を含め7，140人（全体の
34．6％）であった。
　しかし，高度成長下の国及び民間企業
が要請する熟練労働力需要にともなう増
募計画は，文教予算の貧困と大学財政の
現状では対応できず，大学財政の確立を
求める意見が財界からはもちろん各方面
から出されていくのである。
　第3のより直接的な背景として，科学
技術の著しい発達「高等教育の大衆化」
に対応する大学財政需要の著しい拡大と
この需要に追いつけない大学予算の貧困
な現状があげられる。
　いま，文部省予算における国立学校予
算の動向について見ておこう。国立学校
の予算は，国立学校運営費と国立文教施
設整備費とに分けられるが，表3で見る
通り，国立学校の経費は戦後新制大学の
整備・拡充を反映して年々増加してい
る。もっともこの場合，国立学校という
のは大学，短期大学（’51年度発足），高
等専門学校（’62年度発足）のほか，附属
の小・中・高校，独立の高等学校を含ん
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表3　国立学校運営費，国立文教施設整備費の推移
区 国立学校運営費
分
学生1人当たり経費消費者ｨ価指数
国立文教施
ﾝ整備費指　　数年 総　　額 指　数
度 金　　　額 指　数
百万円
?
百万円
1935（昭和10） 34 0．3 1，150 2．5 1．0 6 0．7
1950（〃25）ll，366100．0 45，279100．0 219．9 872 100．0
1953（〃28）27，034 237．8 107，070236．5 286．2 L940 222．5
1955（〃30）31，226274．7120，750266．7 297．4 2，140 245．4
1958（〃33）40，289354．5154，47334L2312．1 3，104 356．0
196G（”35）2，618462．9194，02G428．5 328．O 4，336 497．2
1962（〃37）8，986694．9277，707612．3 368．0 13，1721510．6
1963（〃38）92，1808！1．0 314，793695．2 376．6 18，7182146．6
注1）国立学校特別会計研究会編『国立学校特別会計制度のあゆみ』第一法規，
　　1977年により作成。
　2）消費老物価指数は，1934～36年度の平均を基礎数値とし，これを1935年度にか
　　かげてある。
　3）その他の指数は1950年度＝100として算出。
　4）1963年度は1962年12月現在をとっている。
でいるが，大学に関する経費がこのうち大部分を占めている。国立学校運営
費は，’50年度の113億6600万円が’63年度には921億8000万円と約8倍に達し
た。学生！人当たり経費ではこの間の学生数の増加もあり約7倍となってい
る。一方，国立文教施設整備費は’50年度の8億7200万円が’63年度の187億
1800万円と実に21倍を上まわる伸びを示している。この間の国立学校の施設
設備の拡充の大きさを示すものであろう。
　これに対応する教官1人当たりの積算校費の推移を見よう。表4及び図1
はこれを講座及び学科目について見たものである。1935年度は1934～36年度
の平均をとったものである。図1からも明らかな通り，教口当たり積算寛仁
の全体の伸びは戦前水準からの伸びに追いついていない。また，講座制と学
科目制では当初臨床を除いて非実験，実験共あまり格差が見られなかった
が，’51年度から両者の差は開き始め，’63年度には講座制が非実験で学科目
制の2．6倍，実験が2．9倍に拡大している。講i座制の臨床は学科目制の実験の
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図1　教官当たり積算工費の推移（指数）
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脚4　教官当たり積算校費の推移（実数）
3，2倍に達した。
　第4に，国立学校の
予算定員及び国有財産
の急速な膨張と国立学
校財政運営をめぐる特
殊な問題の内在であ
る。この点について
は，①国立学校の予算：
定員が，高度成長期の
この時期に急激に膨張
し，国立学校をめぐる
国有財産（ストック）
と年々の予算（フロー）
の両面で国の財政運営
に一つの「硬直化」の
要因を生み出したこと
である（表5参照）。
島恭彦教授は，当時こ
（単位　円）
区 講 座 学　　科
?
消費者年　分
@　度 非　実　験 実　　　験 臨　　　床 非　実　験 実　　　験 物価指数
1935 4，081 8，652 9，776 1，500，250 ユ．0
1950 133，000 386，000 419，00022，5 0 353，000219．9
1953 274，000 802，000876，000126，000 367，000286．2
1955 253，793 942，85305，838 116，709 339，9352 7．4
1957 334，000 976，0001，059，000129，500 375，000308．9
1960 435，7201，719，480 1，865，760168，960 582，600328．0
1963 653，7002，579，400 2，798，800253，400873，800376．6
注1）出典は表1に同じ。
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表5　国立学校の予算定員，国有財産，国立学校経費の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　人，100万円）
1955 1960 1964
予算定員
送L財産
送ｧ学校経費
61，444
X6，284
R3，277
66，030
P83，064
T8，762
87，526
Q61，949
P40，800
C工h衛庁財産（百万円） 36，305 235，459 434，216
　　　　　注）大蔵省r国の予算』による。
の点を，’60～’64年にかけて国立学校の定員，財産ともに防衛庁のそれに劣
らぬのび率を示したと表現されていた（31）。
　次に，②国立大学において特に大きな予算規模となるものが医学部の附属
病院の施設整備のための予算で，このための財源調達がネックとなってきて
おり，一定の自己収入のある附属病院の施設整備を借入金（財政投融資）を
導入してこれを進める方策が要請されていたことである（32）。
　また，③大学における特定収入（附属病院収入，農場演習林の経営，授業
料収入ほか）の増加や収入の超過額，決算上の剰余金があった場合，一般会
計の場合と違ってこれを特定事業の増強に充てたり，施設整備に充てたりす
ることができるようにすること，この点でes　，特に，④先に見た高度成長時
代の産業界の要請にともなう産業界からの委託金，寄付財産等の急増（いわ
ゆる「産学共剛資金）への会計的対応が要請されてもいたのである。
　表6は，特別会計成立前後からの国立学校歳入構成の推移を見たものであ
る。まず第1の特徴は，一般会計からの受入が常に全歳入の80％以上を占め
（31）前掲，島恭彦「国立大学の財政問題」参照。なお島教授は，「帝国大学特別会計と演習
　林」の論文の中で，旧帝国大学の演習林が帝国の植民地に膨大に存在していたことを指
　摘している。特別会計の制定には，大学演習林国有財産の流動化を容易にする目的も
　あったと思われる。
（32）島，前掲論文。演習林と共に，特に附属病院の施設整備と自己収入活用への要請も強
　かったと思われる。
一73一
???
表6　国立学校歳入構成の推移（予算，単位100万円）
1963 ’64 ’65 ’66 ’67 ’68
（昭和38） （〃39） （”40） （〃41） （〃42） （”43）
一般会計より受入 　　96，453i84．8　83）
　　　115，717
i82．2　100）
　　　134，560
i80．3　116）
　　　163，304
i82．8　141）
　　　191，282
i83．3　165）
　　204，568
i81．7　177）
借　　　入　　　金 　　　　　　一i　　一）
　　　　　1，000
i0．7　100）
　　　　3，500
i2．！318）
　　　　　2，000
i1．0200）
　　　　　2，500
i1．1250）
　　　　　2，200
i0．9220）
附属病院収入 　　　12，855i11．3　73） 　　　　17，547i12．5　100） 　　　21，725i13．0　124） 　　　　21，975i11．1　125）　　　　24，718i10．8　141）　　　29，968i12．0　ユ71）
授　業　料　収　入 　　　2，143i1．9　85）
　　　　2，516
i1．8　100）
　　　　2，826
i1．7　112）
　　　　3，212
i1．6　128）
　　　　3，545
i1．5141）
　　　　3，776
i1，5150）
入学料及び検定料 　　　　　633i0．593）
　　　　　　680
i0．5　100）
　　　　　　917
i0．5　135）
　　　　2，007
i1．0295）
　　　　2，064
i0．9304）
　　　　2，051
i0．8　302）
学校財産処分収入 一
　　　　　ユ500　　　　　　♪
i1．1　100）
　　　　　ユ700　　　　　　戸
i1．0　113）
　　　　2，2ユ3
i1．1148）
　　　　2．782
i1．2　185）
　　　　4．997
i2．0　333）
用途指定寄付金受入 　　　　　　306i0．2　100）
　　　　　　456
i0．3　149）
　　　　　　460
i0．2　150）
　　　　　　450
i0．2　147）
　　　　　　500
i0．2　163）
受託調査試験収入 ???， 　　　　　　200i0．1　！00）
　　　　　　253
i0．2　127）
　　　　　　275
i0．1138）
　　　　　　389
i0．2　195）
　　　　　　413
i0．2207）
農場・演習林収入
（1．4） 　　　　　　908
i0．6　！00）
　　　　　　915
i0．5　101）
　　　　　　972
i0．5107）
　　　　　1，045
i0．5115）
　　　　　1，172
i0．5　129）
寄宿料その他収入 　　　　　　426i0．3　100）
　　　　　　537
i03　126）
　　　　　　568
i0．3　133）
　　　　　　696
i0．3163）
　　　　　　800
i0．3　188）
予　備　　収　入 一
0 　　　　　　200
i0．1　一）
　　　　　　200
i0．1　一）
　　　　　　200
i0．1　一）
0
計 　　　113，706i100　81）
　　　　140，800
i100　100）
　　　　167，590
i100　119）
　　　　197，189
i100　140）
　　　229，657
i100　163）
　　　250，438
i100　178）
注1）大蔵省r国の予算』各年度による。
　2）（）内の左の数字は構成比，右は1964年度＝IOOとした指数である。
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ており，附属病院収入がこれに次いで10％台を占めていたことである。第2
に，授業料収入は，1％台ときわめて少なく，入学料，検定料を入れても
2％台を占めるにとどまっていた。国立大学の学生施設が貧弱なのは授業料
が特別に安いからだというコメントが大蔵，文部両当局によってなされてお
り，早晩授業料の値上げ問題（学生・教職員の寄宿料の値上げ問題を含む）
が登場していくのである。第3に，学校財産処分収入ほかの特定収入が，特
別会計成立後に上昇傾向が見られたことにも注目しておきたい。
4　国立学校特別会計法成立時に見る論議と残された課題
　　　　　　　むすびにかえて一
　すでに見た通り，国立学校特別会計法は，1963年秋大蔵省側から「急拠」
導入が提案され，国大協などの意見を踏まえつつ大蔵・文部両者で検討が加
えられ，’64（昭和39）年2月7日池田内閣（第3次）のもとで閣議決定，2
月11日第46通常国会に提出された。提出された法案は，衆議院大蔵委員会
（委員長山中貞則）では2月19日提案説明し審議の上3月27日討論採決され
た。参議院大蔵委員会（委員長新谷寅三郎）では2月29日提案説明が行われ
審議された。衆議院での原案通りの採決を受けて4月3日討論採決，国会で
は公布月日等について一部修正の上，同日多数をもって可決成立，直ちに公
布施行された。
　同法は，「国立学校の充実に資するとともに，その経理を明確にするため，
特別会計を設置し，一般会計と区分して経理する」（第1条）との設置の趣旨
のもと全滅18条（及び附則）からなる法律である。法案には，この会計は文
部大臣が管理すること（第2条），会計の歳入出（第3条），国立学校の附属
病院の施設費を支弁するため必要があるときは，借入金をすることができる
こと（第7条）などを定めている。また，借入金の償還金及び利子（一時借
入金の利子を含む）の国債整理基金特別会計への繰り入れ（第11条），毎会計
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年度の決算上剰余金が生じた場合の積み立て（第12条），積立金，余裕金など
を資金運用部に預託して運用できること（第12条4，第15条），寄付金の委任
経理化（第！7条）などを定めている。
　この法案の衆・参大蔵委員会などでの質疑，マスコミなど世論の動向，国
大協第6常置委員会専門委員会などの法案に対するコメントを踏まえつつ，
この法案の性格と今後に残された課題を述べて本稿のむすびにかえたい。
　まず第1に，この法案成立と大学自治との関連についてである。この点
は，大蔵省側からの法案の提案が「急拠」行われ，文部省側や特に国大協側
（該当する個々の大学を含む）に十分な検討の時間が与えられないまま大蔵
省側の論理に「強引に」押し切られたのではないかとする国会内での質疑や
素朴な疑問とも関連するものである。既に見た通り’63年の中教審答申でも，
国立大学の会計制度については，なお慎重に検討する必要があるとし，ま
た，’64年1月23日の国大協大河内会長の意見（及び会長談話）でも，検討す
る充分な余裕が与えられなかったことは，手続上遺憾とする談話が行われた
ところでもあった。
　この点は，衆・参両大蔵委員会などの審議において法案成立に反対の立場
をとった社会党，共産党および民主社会党の議員からの質疑にもあらわれて
いた。例えば衆議院の日本社会党のト部政己議員は，同法案に反対する理由
の一つの中で，上記の「答申」や「意見」とほぼ同じ理由などをあげて「大
学の自治を否定する」ものだと批判した（33）。
　第2に，特別会計の増加と独立採算制度への移行と財政民主主義の原則と
の関連に関する疑問についてである。国立学校特別会計法が成立すると43の
（33）衆議院会議録第19号，昭和39（1964）年3月28日。ト部議員は，同日の衆議院本会議
　において，強引な提案が大学教育を無視するものであること，特別会計化が研究費の増
　額のため大学が土地を切り売りするなど教育研究の破壊につながること，国立大学の
　教育研究の収益事業化し一般会計からの繰り入れの減少につながる，などの理由をあ
　げて反対した。
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数多い特別会計となる。財政法第13条では確かにこれを認めてはいるが，単
一予算制度が財政民主主義の大原則であることに変わりはなく，特別会計を
さらに増やすことは予算の弾力性を失わせ予算審議の上からも財政民主主義
の原則に反するのではないかという疑問があり，この点も，委員会の質問な
どで出されている（34）。
　第3に，国立大学という教育と研究の場に独立採算制を前提とする特別会
計制度を適用することは，大学を研究・学問の場からいわばもうかる場へ追
いやる結果になるのではないか，教育の破壊につながるのではないかとの質
問が出されたところである（35＞。この点では，委員会審議中に文部・大蔵両省
とも一般会計からの繰’り入れ比率を下げないことを明示し，また2月27日付
をもって文部事務次官と大蔵省主計局長との間に「この特別会計は，国立学
校会計の独立採算を目的とするものではない。したがって，特別会計にした
ことを理由として授業料等の値上げを意図することはない」との覚書がかわ
され，4月2日，参画面大蔵・文教委員会連合審査会において公表されて，
4月3日の法案の成立にこぎつけたのであった（36）。
　国立学校特別会計制度への移行は，戦後高度成長期における国立大学予算
の膨張と「財政硬直化」を反映した大蔵省側の対応策を反映するものであっ
た。先にも見た通り防衛庁の財産に次ぐとも云われる国立大学の財産の流動
化（売却，交換）を容易にし，また，借入金（財政投融資の活用による）を
導入して，自己収入のある大学附属病院施設整備・拡尭への要請に応えるこ
と，経済界からの寄付金など「民間資金」の導入と活用を容易にする委任経
（34），（35）参議院会議録第15号。昭和39（1964）年4月3日。参議院社会党の成瀬幡治議
　員は，案件が議会民主主義を否定し教育を破壊すること，特別会計は乱用すべきでない
　こと，中教審の答申を踏みにじっていること，教育の場に企業会計，独立採算の考えは
　益するところ少ない，運用における大学の自主性を保証していないこと，などをあげて
　反対討論を行った。
（36）『東京大学百年史』通史皿，557ページ。
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理金制度の整備など，この時期の財政需要の増大への弾力的かつ機動的対応
を意図するものでもあった。
　では，特定収入としての国立大学の授業料・入学料・検定料収入の増加は
その後どうか。法案成立時の「覚書」にもかかわらず，先の表6にも見る通
り，特別会計移行後，これら特定収入はその後の大蔵省内からのなし崩し的
な値上げ一私立大学授業料との均衡を図るとの理由からの一が見られ出し，
この「政策」はその後も継続して今日に至っている。
　法案成立直後，各新聞等は，「一般会計の総枠の拡大を防止するための苦
肉の方策」「国立大学授業料値上げの布石？」などとするいくつかの批判的
な論調を掲げていた（37＞。各国立大学においても，種々論議を呼んだが，’69
年3月21日の『東京大学新聞』に，第6常置委員会専：門委員の武田隆夫教授
は，「特別会計制度を考える」との論文を寄稿され，特別会計法案と国大協の
「意見書」との相違点に言及された。教授の意見にはいくつかの注目すべき
論点があったが，法案の第7条で財政投融資の対象を附属病院の施設費にの
み限定したのは特別会計の弾力性を失わせる上で問題であること，国立大学
の財産使用を「昭和39年度に限り」（附則第6項）又は「当分の間」（附則第
7項）無償とするとしたこと，などを取り上げられ，「特別会計法が今後どの
ように運用されるかにかかっている」と指摘された点が注目を引いた。
　折しも，日本経済の高度成長に一つのかげりが見え，国税収入の鈍化と地
方財政の赤字，本格的な不況の到来と公共投資の拡大の中での「国債を抱く
財政」への移行の時期であったが，この時期に，戦後の特別会計法案の成立
を見たのである。戦前の特権的な時代に比べると様々な“制約条件”の下に
置かれた国立学校特別会計のその後の歩みは，まさに武田教授が危惧された
方向への歩みだった（38）とも云えるのである。
（37）例えば『毎日新聞』1964年4月4日余録ほか。
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（38）国立学校特別会計法が成立して14年後’78（昭和53）年5月，国立大学協会第6常置委
　員会は前述の財政問題報告書（注29）をまとめた。ここでは特別会計制度復活後の国立
　大学の予算制度は「その運用に若干の弾力性」をもちうることとなり，「所管する文部
　省の大蔵省に対する，自主性をある程度高めた」にとどまり，「文部省に対する大学の
　自主性の拡充には必ずしもならなかった」（同書，8ページ）と評価している。同書は
　　「大学財政の逼迫」の現状をもって結んでいることが注目される。なお，93年度秋の予
　算編成期には，大蔵省側から国立大学の授業料等学生納付金について，専門分野別の授
　業料の設定と増額改訂が提案される動きが見られたが，これに対して国大協は10月5
　日「国立大学の授業料の在り方について（要望）」を関係方面に提出し，この提案が高等
　教育の機会均等の実現を阻害し，若者の理工系離れを，促進するので到底容認できない
　と述べた。その後11月17日，18日の国大協の総会でこの問題を審議し，同様の趣旨を報
　道関係に発表している。これにつづき，例えば山口大学，岡山大学などいくつかの国立
　大学学長がこの問題への見解を地元新聞などを通じ発表した。
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